














































































































































































































































































































































































































































































































































































第 1号被保険者 第3号被保険者 第2号被保険者
男性 女性 男性 女性 男性 女性
1961年 710 868 5 123 996 454 
1965年 753 966 9 168 1227 598 
1970年 849 1102 18 292 1483 731 
1975年 891 1113 28 556 1616 739 
1980年 903 1070 35 751 1718 792 
1986年 902 993 3 1090 1817 853 
1990年 814 905 4 1191 2070 1013 
1995年 916 959 4 1216 2224 1092 
2000年 1054 1071 5 1148 2151 1060 
2005年 1101 1089 10 1083 2174 1128 
2010年 992 947 1 993 2224 1217 
2013年 928 878 1 934 2257 1271 












男 性 女 性
第1号 第2号 第3号 第1号 第2号 第3号
1961年 41.5% 58.2% 60.1% 31.4% 
1965年 37.9% 61.7% 55.8% 34.5% 
1970年 36.1% 63.1% 51.9% 34.4% 
1975年 35.1% 63.7% 46.2% 30.7% 
1980年 34.0% 64.7% 40.9% 30.3% 
1986年 33.1% 66.8% 0.11% 33.8% 29.1% 37.1% 
1990年 28.2% 71.7% 0.14% 29.1% 32.6% 38.3% 
1995年 29.1% 70.7% 0.13% 29.4% 33.4% 37.2% 
2000年 32.8% 67.0% 0.16% 32.7% 32.3% 35.0% 
2005年 33.5% 66.2% 0.30% 33.0% 34.2% 32.8% 
2010年 30.7% 68.9% 0.34% 30.0% 38.5% 31.5% 



































2009年 59.166 50，506 
2010年 59，320 50，860 
2011年 59.200 51，083 
2012年 59.111 51.433 




2009年 176，238 103，594 
2010年 171.291 103，797 
2011年 170，265 103，989 
2012年 169.769 102，308 
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3.個人単位化からの再考察
また、個人単位化の視点から、この時期において公的年金制度の発展をもう













































































































































































































































































































































































































































































































































保障制度審議会J(http://www.ipss.gO♂/pu blication/ j/ shiryou/ 
no.13/data/shiryou/nenkin/319.pdf. last visited 4 Jan.2016)。




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































( 1 ) 厚生労働省の『事業年報(厚生年金保険・国民年金事業の概況)Jの統計データ
により。
( 2 ) 西村淳『所得保障の法的構造J(信山社、 2013年)271頁。
( 3 ) 西村・前掲注(2 )書271頁。
( 4 ) 金鎮「女性の所得保障に対する再検討一所得保障制度の制度間考察を通じてー」
社会福祉学48巻3号 (2007年)14頁。
( 5) 金・前掲注(4)論文5頁。
( 6 ) 竹中康之「公的年金と女性」日本社会保障法学会編『講座社会保障法第2巻
所得保障法J(法律出版社、 2001年)138頁。
( 7) 堀勝洋『年金制度の再構築J(東洋経済新報社、 1997年)69頁。




















(17) 堀勝洋『社会保障・社会福祉の原理・法・政策J(ミネルヴァ書房、 2009年)419 
421頁c












(28) 永瀬伸子「女性と年金権問題」季刊社会保障研究39巻 1号 (2003年)84頁。
(29) 田宮遊子「公的年金制度の変遷ージェンダー視点からの再考」国立女性教育会館
紀要7号 (2003年)64頁。
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せい、 1985年)28頁。
(33) 衆議院 (http:jjwww.shugiin.go.jpjinternetjitdb_housei.nsfjhtm]jhouritsuj 




























































(78) 山崎・前掲注 (6)論文 94頁。
(79) 山崎・前掲注 (6)論文 97頁。
(80) 国立社会保障・人口問題研究所『年金制度基本構想懇談会報告「わが国年金制度
の改革の方向」一長期的な宵衡と安定を求めて-J (http://www.ipss.go.jp/publication 
東北法学第46号 (2016) 85 















(94) 年金制度研究会編『新しい年金制度 国民年金・厚生年金保険のすべて .1 (税
務経理協会、 1986年)236-241頁。
(95) 前掲注 (30)書228頁。
(96) 山口・前掲注 (87)論文48頁。
(97) r社会保障制度審議会40年の歩み.1(社会保険法規研究会、 1990年)570頁。
(98) 山口・前掲注 (87)論文48頁。
(99) 吉中・前掲注 (22)論文158頁。
(10) 前掲注 (97)書572頁。
(101) 矢野・前掲注 (27)書320頁。
(102) 江口・前掲注 (67)論文205頁。
(邸) 吉中・前掲注 (22)論文158頁。
(104) この点、について、第3章第2節でまた詳しく検討する。
(邸) 江口・前掲注 (67)論文208頁。
(1郎) この辺について、第3章第4節で詳しく検討する。
(町) 矢野・前掲注 (27)書324頁。
(108) 小島・前掲注 (36)論文57頁。
(問) 吉原・前掲注 (47)書51-53頁。
日本における女性の所得保障に対する再検討
86 一「貢献に基づく権利」論から見る年金の個人単位化の諸相ー(1) (蓑)
(10) この点について、第3章第2節でまた詳しく検討する。
(えん・ほ 中国西南政法大学行政法学院講師)
